
 

 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 地域環境・モデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業 

（１）目 標 

・緊急地震速報を校内の放送設備に連動させ、児童

生徒の緊急避難が円滑に実施できるようにする。 
・校内放送を聞くことにより、児童生徒が機敏に反

応し、避難行動に移ろうとする態度や意識を向上

させ、主体的な避難行動がとれるようにする。 
（２）取組の概要 
ア 市内一斉で行う地震･津波からの避難訓練 

９月３日に市内一斉に緊急地震速報（録音）を利

用した避難訓練を実施した。津波を想定した高台や

屋上への避難、放送機器が使用不能になった場合の

避難等、各学校の立地条件や実情に応じて災害状況

を想定した。 

低地に位置する鬼崎中学校区では、津波を想定した

高台への緊急避難を、保育園・小中学校合同で行った。

この訓練にアドバイザーを派遣し、避難の様子を見て

もらった上で、鬼崎中学校の生徒、教職員、保護者、

地域住民を対象に

減災に係る講演会

を行った。訓練で

の避難行動、避難

経路の状況に基づ

き、以下のような

アドバイスをいた

だくことができた。 
・実際には訓練通り緊急地震速報が機能するとは限ら

ない。揺れを感じたら、自分で判断し避難行動をと

ることが大切である。 
・避難経路で、ブロック塀、古い瓦屋根の家屋の付近

等、危ないと思った箇所を思い出し、避難の仕方を

考えることが大切である。 
・今日からすぐにすべきことは、自宅、自室、職場を

いかに安全にするかを考えることである。少なくと

も家具は必ず固定すること。 
 
イ 緊急地震速報システムを活用した避難訓練 
全小中学校で緊急地震

速報の仕組みを学習する

とともに、緊急地震速報

システムを活用した避難

訓練を実施した。その際、

以下の点に留意した。 
・全校児童に緊急地震速報の音を聞かせ、「音を聞い

たらすぐに、頭を手で覆い、身を守る姿勢をとる」

という避難方法を周知する。 
・授業時間だけでなく、清掃時、放課時等、様々な状

況を想定した訓練を繰り返し行う。 
 このような訓練を繰り返し行った結果、児童生徒は

システムの警告音に敏感に反応して避難行動を取れ

るようになってきた。また、状況に応じた適切な避難

行動もとれるようになってきた。 

実践的防災教育総合支援事業成果報告書 

愛知県 

 教育委員会等名：愛知県教育委員会 

 住  所：愛知県名古屋市中区三の丸3-1-2 

 電  話：０５２－９５４－６８２９ 

人口：約７４３万人 
（うち児童・生徒数：約９５万人） 
市町村数：５４ 
学校数：幼稚園５２２園  小学校９８５校 
    中学校４４０校  高等学校２２０校 
    特別支援学校３４校 
主な災害 
● 平成１２年東海豪雨 等 

愛知県は、日本のほぼ中央に位置し、東西約

106 ㎞、南北約 94 ㎞、北は木曽山脈、南は太平

洋に面している。昨年公表された南海トラフ巨大

地震の被害想定では、最大震度７、最大津波高

20ｍを超える地域を有する。 
 本事業においては、津波対策を課題とした常滑

市をモデル地域として指定し、事業を実施した。 

幼小中合同の避難訓練 

システムを活用した避難訓練 
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２ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）目 標 

・各校の学校防災マニュアルを防災に関する有識者

の専門的な見地から分析し、指導助言を受けるこ

とにより、より実践的で実態に即した見直し、改

善を行う。 
・実際に各小中学校園の避難訓練を参観していただ

くことにより、避難方法や避難経路、避難場所等

の問題点や改善点を的確に把握し、安全で安心な

避難ができるようにする。 
（２）取組の概要 

中学校区単位

で、学校、保護

者、地域住民、

教育委員会、防

災関係部局の代

表者によって構

成される実践委

員会にアドバイ

ザーを派遣し、学校や地区の実情に応じて、以下の

ような助言を行った。 

 ■児童生徒の避難行動について 

  ・机の下に正座スタイルでもぐり込み、机が動か

ないように机の脚をもつ。机がないときは、ダ

ンゴムシスタイルをとり、手で首の動脈を守る。 

  ・廊下はガラスが飛散する可能性が高いので、靴

を履いて避難するようにする。 

 ■避難経路について 

・停電で信号が止まると、国道の横断が難しくな

る。横断を補助する人員が必要となる。 

・狭い道路で、瓦の屋根が張り出している箇所、

古いブロック塀がある箇所等、危険な避難経路

に目を向け、対策を考える必要がある。 

■校内環境について 

・下駄箱の固定、昇降口にある一輪車、廊下の重

い展示物、窓ガラスの飛散防止処理、職員室の

金庫の固定等、地震災害という観点から、再度、

学校の環境を見直してほしい。 

■その他 

・震災時、状況は刻一刻と変化していく。ラジオ

等で正確な情報を確認しながら、避難の仕方に

ついて落ち着いて判断することが大切である。 

 アドバイザーの助言により、防災マニュアル、避難

訓練、避難経路等について実践的な見直しを進めるこ

とができた。また、地域と連携して防災対策に取り組

む動きも見られ始めた。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成 果 

 本取組により以下の知見を得ることができた。 

（１）緊急地震速報システムを活用した避難訓練 

授業時間だけでなく、放課、清掃の時間等、様々

な場面で緊急地震速報システムを利用した避難訓

練を行うことで、システムの音に機敏に反応して避

難行動を取ろうとする意識を高めることができる。

その際、机の下に潜り込む際には正座スタイルをと

る、机の脚を両手で持ち固定する等、安全な避難行

動について指導する必要がある。さらに、児童生徒

が主体的に危険回避する力を育むためには、訓練後

の振り返りで、適切な避難行動について教師と児童

生徒が一緒に話し合うことが大切である。 

（２）防災アドバイザーの派遣 

防災アドバイザーが各学校の防災教育、防災管理

の状況を現地で確認、助言することにより、以下の

点について改善が期待できる。 
 ・初期避難時の姿勢や、避難移動時の留意事項等、

児童生徒の適切な避難行動 
・昇降口の一輪車や下駄箱、廊下の窓ガラスや大き

な展示物、職員室の金庫等、校内避難経路の障害

となりうる物の安全対策 
・液状化、住宅密集地での屋根瓦の落下やブロック

塀の倒壊等の危険を考慮した上での避難場所、避

難経路の見直し 
２ 課 題 

（１）緊急地震速報システムを活用した避難訓練 
・清掃、放課時に地震発生、さらに、停電により放

送による全校指示ができなくなった場合、各所に

散在する児童生徒を、いかに迅速に確認し避難誘

導したらよいか検討する必要がある。 
・防災マニュアルについては、教員が全員いない場

合も想定し、大まかな計画を作成したい。また、

校長不在時の指揮系統も明確にしておきたい。 
（２）防災アドバイザーの派遣 
・アドバイザーの存在について、県教育委員会から

積極的に広報する必要がある。ただし、人材は限

られているので、効率的な活用も工夫する必要が

ある。アドバイザーが各地域の防災に係る指導者

を指導し、その指導者が各学校に周知するような

仕組みを構築したい。 
・地区により防災意識に差がある。意識の低い地区

に対して、実践委員会の協議内容や防災アドバイ

ザーからの助言を、いかに伝え、広めていくのか、

今後、検討していく必要がある。 

実践委員会へのアドバイザー派遣 
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Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

２ 地域環境・モデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業 

（１）津地区の事業 

      ア 香良洲地区防災教育実践委員会 

雲津川河口の三角州に立地する香良洲幼稚園、

香良洲小学校、香海中学校を対象に、５回にわた

り、三重大学川口准教授の指導の下、各校・園の

管理職、津市役所香良洲総合支所危機管理担当等

１３人の委員で防災教育についての協議と指導方

法の研究を行った。また、各校・園の校内の施設

設備の点検も実施した。 

教職員の先進地・先進校への視察、研究発表会

への派遣も合わせて行った。 

これらの成果をまとめた防災教育リーフレット

を作成し、県内の小中学校、県立学校に配布した。 

 イ 防災ベンチマーキング 

香海中学校の辻教頭を岩手県大槌市立吉浜中学

校、釜石市鵜住居地区に派遣し、吉浜中学校長（被

災時に釜石東中副校長）から、釜石東中学校の防

災教育、被災直後の避難の状況、学校再開までの

進め方と課題等についての話を聞き、現地を視察

し、この結果を香良洲地区防災教育実践委員会、

校内及び校外での研修会等で発表を行った。     
（２）桑名地区の事業 

城東小学校、陽和中学校、伊曽島小学校、修徳

小学校、長島北部小学校の５校に緊急地震速報受

信装置を設置し、これを用いた避難訓練を実施し

た。これを契機に、児童生徒に、「主体性を持って、

自らの命を守り抜くために行動する」ことをねら

いとした防災教育をすすめた。 
教職員の先進地・先進校への視察、研究発表会

への派遣も合わせて行った。    

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）津地区の事業 

 ア 学校防災アドバイザーの派遣 

三重大学の川口准教授と危機管理教育研究所の

国崎代表を学校防災アドバイザーとして市内４地

域の幼稚園３園、小学校４校、中学校３校に派遣

し、防災教育・避難訓練・校内施設の防災対策等

への指導と助言を行った。 

 イ 防災教育講演会 

幼稚園、小学校、中学校の管理職及び防災担当

者を対象に、危機管理教育研究所の国崎代表によ

る講演を実施した。 

（２）桑名地区の事業 

 ア 学校防災合同学習会 

城東小学校、長島北部小学校、伊曽島小学校を

対象に合同学習会を４回開催した。会場は各校の

持ち回りとした。三重大学の浅野准教授ら９名が

学校防災アドバイザーとして指導と助言を行い、

市の避難所担当職員、保護者、地域住民も参加す

る形で進め、最終回は防災シンポジウムの形態で

実施した。 

 イ 修徳小学校への指導・助言 

三重大学の川口准教授を学校防災アドバイザー

実践的防災教育総合支援事業成果報告書 

三重県 

 教育委員会等名：三重県教育委員会 

 住  所：三重県津市広明町１３ 

 電  話：０５９－２２４－３３０１ 

人口：185万人（うち児童・生徒数：228,902人） 
市町村数：２９ 
学校数：幼稚園２５８園  小学校４１７校 
    中学校１８３校  高等学校７７校 
    特別支援学校１８校 
主な災害 
● 平成１９年三重県中部を震源とする地震 
● 平成２３年台風１２号による豪雨  等 

本県は、南北約 170km、東西約 30～80km、

北中部には伊賀盆地、伊勢平野等の平地が広がる

一方、南部は山地が太平洋に迫りリアス式海岸を

なしている。南海トラフ巨大地震の被害想定で

は、県全域が強い揺れに見舞われると同時に、南

部を中心に深刻な津波被害が想定されている。 
 本事業においては、多様な地域を有する津地域

と、輪中地帯を抱える桑名地域をモデル地域とし

て指定し、事業を実施した。 
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として修徳小学校に７回派遣し、防災教育・防災

対策への指導と助言を実施した。この後も継続的

に指導を受け、平成２５年度に研究発表会を実施

する予定である。 

 ウ 防災リーダー養成連続講座 

三重大学の川口准教授を講師に、各校の中堅教

員を対象とした３回の連続講座を第１講が講演、

第２講が演習、第３講がパネルディスカッション

の形態で実施した。 

 エ 防災教育講座 

臨海部に位置する陽和中学校区の小中学校４校

の教職員を対象に、三重大学の川口准教授の講演

を実施した。 

 オ 消防署との連携 

長島北部小学校を対象に、桑名市消防署職員よ

り、教員研修会と避難訓練及びその事後の研修会

において指導と助言を受けた。 

３ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 
（１）津地区の事業 

市内全公立中学校から公募した３１名を、宮城

県石巻市に３泊４日の日程で派遣し、現地の中学

生などとの交流、仮設住宅での除草作業等のボラ

ンティア活動を行った。 

事前研修、事後研修を各３回実施し、その成果

を参加生徒が各校の文化祭等で環流報告会を実施

するとともに、レポート集と報告情報誌を作成し、

県内の市町教育委員会、小中学校、県立学校に配

布した。 

（２）桑名地区の事業 

正和中学校２５名が、３泊４日の日程で岩手県

を訪れ、宮古市で現地中学校との交流を、陸前高

田市で被災地の除草作業のボランティア活動を実

施した。 

事後には学校での報告会及び桑名市役所等で災

害ボランティア活動パネル展を開催した。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業について 

（成果） 

小中学校・幼稚園、さらには保育園との協働の避

難訓練、防災教育についての意見交換・交流が行え

たこと、教科の中に防災教育を取り込み、発達段階

に応じて、防災教育で学んだ知識を教科での学習と

つなげていく学習課程の作成について、校種を超え

て取り組めたことは、意義が大きい。 
緊急地震速報受信装置の設置が進んだことにより、

多様な避難訓練が可能になり、生徒と教職員がその

経験を積むことができたことが成果として挙げら

れる。特に、単に決められた指示に従うのではなく、

児童生徒が自ら判断して行動する訓練が実施でき

たことは重要である。 
（２）課題 

県内全体への環流方法について、更に充実させる

必要がある。 

２ 学校防災アドバイザー活用事業について 

（１）成果 

学校が防災管理・防災教育について、学校外の組

織等と連携する体制の端緒が築かれたことが成果

として挙げられる。市の危機管理担当者、消防関係

者等の参加があり、地域防災についての意見交換が

活発に行われた。 
学校間の情報交換・交流が促進されたことも重要

である。相互に防災教育及び防災管理について意見

交換を行うことが出来たことで、発達段階に応じた

防災教育のカリキュラム編成と避難計画・訓練の改

善につなげることが出来る。また、合同の学習会を

重ねることが出来たことも防災教育の活性化に寄

与している。今後、このような形の交流を継続して

いくことが望まれる。 
さらに、学校関係者が、大学関係者や防災担当者

等、防災管理・防災教育に関して高度な知見を有す

る専門家の薫陶を受けることができたことも大き

な収穫であった。 
最後に、防災関係の専門家に校内に入ってもらっ

たことによる成果として、教職員の防災に対する意

識が向上したことが挙げられる。教職員の防災への

意識を高めるのに非常に効果的であった。 
（２）課題 

専門的な知見を有し、学校の現状にも詳しい学校

防災アドバイザーの人材確保が、今後の課題である。 

３ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 
（１）成果 

東北の被災地への中学生ボランティア活動を実

施したことにより、参加した生徒はもちろんである

が、その後のレポート作成や、文化祭等での発表を

通じて、周囲の生徒の防災に取り組む姿勢が変化し

て来ているとの声が寄せられている。 
（課題） 

被災地の学校には、全国から多くの交流要望が寄

せられているとのことであり、適切な交流・支援先

を探し、時期・交流内容等を調整することが難しい。 
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２ 地域環境・モデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

Ⅱ 取組の概要 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業 

（１）実践委員会の開催 

 ア 関係機関、学校園関係者８名により構成。 

 イ 児童生徒に主体的に行動する態度を身に付けさ  
   せるための防災教育の進め方についての検証。 

（２）緊急地震速報受信システムを活用した避難訓練

等を実施し、地震発生時に児童生徒等に落ち着い

て行動する態度を身に付けさせる取組。 

ア 甲賀市立雲井小学校を実践校に指定し、緊急地

震速報受信システムを設置。 
イ 緊急地震速報受信システムを活用した避難訓

練を行い、地震発生時おける安全で効果的な避

難方法の検証を実施。 
２ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１） 避難訓練と引き渡し訓練 

 ・近江八幡消防署員を学校防災アドバイザーとして

依頼し、防災体制整備に関して指導助言を受けた。 

 ・保護者や地域にも呼びかけ、引き渡し訓練を実施。 

（２）講演会「東日本大震災時の被災体験および復興

に向けてのボランティア活動について」 

 ・講師：日本赤十字社宮城県支部 佐藤健一氏 

（３）町内非構造部材の点検研修会 

①日野町建設計画課の専門員との連携 

学校用「点検チェックリスト」に沿い実際に点

検を行いながら点検方法を学ぶ。 

②危険・安全な場所の把握 

移動困難な園児がいるため、園舎の構造や改善

点を把握する。 
（４）特別な支援を要する子どもと防災 

滋賀県精神保健福祉センターの医師に依頼し、町

内および近隣市町の教職員対象の講演会を実施。

「大事なのは苦しい状態にあることをわかってあ

げること、『専門性』より『誠実性』、返す言葉が

見つけられなくてもよいので、寄り添って被害者を

孤立させないこと」といった話等、ご指導いただい

た。 

（５）特別な支援を要する子どもの不自由さの理解 

支援を要する子どもは、極度に怖がるため、避難所

で門前払いされる、停電や薬の不足で命の危機にさら

される等、格別の不自由さがある。しかし、ストレス

症状は学校再開とともに消える。子どもにとって学校

実践的防災教育総合支援事業成果報告書 

滋賀県 

 教育委員会等名：滋賀県教育委員会 

 住  所：滋賀県大津市京町四丁目１－１ 

 電  話：077-528-4614 

人口：１４１万人（うち児童・生徒数：１７万人） 
市町村数：１９ 
学校数：幼稚園194園  小学校233校 
    中学校107校  高等学校60校 
    特別支援学校15校 
主な災害 
● 平成24年大津市南部集中豪雨 

滋賀県は日本のほぼ中央にあり、まわりを山々

に囲まれ、中央に県の面積の約6分の1を占める

日本で一番大きな湖「びわ湖」がある。南海トラ

フ巨大地震の被害想定では、震度６強の恐れがあ

るとされている。本事業においては、主体的な態

度の育成、特別な支援を要する児童の避難方法、

ボランティア意識の向上などを課題として３市

町をモデル地域とし、事業を実施した。 
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生活が普通にあることが一番の心のケアであると確認

した。 

（６）避難訓練・引き渡し訓練 

①子どもを「守る」から「育てる」へ 

宮城県立光明支援学校の山口裕之教諭から講演い

ただき、子どもが自ら命を守ることができるように

楽しく遊びながら体に刻み込むことが有効である

こと等、事例を交えながら指導いただいた。【参加者：

園児・児童132名、保護者90名、教職員等66名】 

②訓練の意義 

訓練は教職員にとっても意義がある。教職員のみ

のシュミレーション訓練やショート訓練を実施。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 
（１）講演会「東日本大震災救済支援～し尿汲み取り

支援で感じたこと～」 

・講師：株式会社日吉 生活環境課 南 勝文さん 

（２）避難訓練と講話「阪神淡路大震災の体験と自分

たちでできること」 

・講師：ＮＰＯ法人「さくらネット」河田のどか氏 

（３）子育て講演会「東日本大震災の教訓から～命を

守る～」 

 ・講師：日本赤十字社滋賀県支部 服部正彦さん 

（４） 福島県広野町立広野小学校との交流 

 ・支援物資として文房具を集める 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業 

（１）実践委員会では、防災に関する指導について、

専門的な視点から具体的な助言を受け、評価され

ることで課題を明確にすることができた。また、

学校と防災に関わる関係機関との関係を構築 

  し、積極的な連携を図るきっかけができた。 

   しかし、学校の立地する地域に応じた防災教育

の内容、必要性について引き続き検討が必要であ

る。 

（２）緊急地震速報受信システムの説明を通して、子 

  どもと教職員の防災に対する認識を高めることが 

  できた。また、この避難訓練は、緊張感を伴う訓

練となり有効であり、定期的な訓練の必要性を再

認識できた。 

   また、防災教育を続けることで他者を大切にす

る心の醸成ができた。 

今後、子どもから保護者へ、地域へ広がる防災

教育の実践が必要。 

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）避難訓練を見直し、引き渡し訓練まで実施する

ことで、児童の危険予知能力が育ち、教職員も危

機管理意識を高めることができた。  

（２）保護者や地域の方にも避難訓練を広げることで

緊急時の対応の理解を図ることができた。 

（３）危険等発生時対処マニュアルの見直しをするこ

とができた。 

（４）避難訓練を登下校などさらに様々な想定で訓練

を実施することにより、「自らの命は自ら守る」

という意識を高めていきたい。 

（５）校内での避難訓練や職員の動きなどの想定は一

定定着してきたものの、地域との合同訓練などに

発展させ、避難所になったときの想定なども訓練

する必要がある。 

（６）全教職員で具体的な場面を想定しながら話し合

うことが非常時の適切な判断につながることを実

感できた。事業の成果を町内の校園に広げていき

たい。 

（７）年齢の小さい子どもや支援の必要な子どもも、

訓練の積み重ねにより自分で身を守る力がつい

た。 

３ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 
（１）実際に被災された方や現地での支援活動を体験

された方のお話は、心に食い入るものがあり、次

の行動に移すためのエネルギーをいただくことが

できた。  

（２）小学生にもできること、学校としてできること

も示唆していただき、自分にもできるボランティ

ア活動のヒントをいただいた。 

（３）遠く離れた広野小学校との、子どもレベルでし

かも普段着の交流がこれからも長く続くことを願

っている。 

↑ 一次避難場所は園児用ロッカー。 

非構造部材の点検でも、「窓のない壁に固定されている。 

板も丈夫。１次避難場所に適切」と助言を受ける。 
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Ⅱ 取組の概要 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業 

（１） 福知山市の取組 

 ア 目的 

 （ア） 子どもたちが自ら考え主体的に行動ができ

る態度を育成する。 

 （イ） 教職員自らが防災教育のリーダーとしての

自覚を高め、実践力を身について、指導でき

るよう研修の充実を図る。 

 ア 内容 

 （ア） 防災行政無線を使用した福知山市統一的な

学校防災訓練の実施 

  ・平成24年９月４日（火）午前９時 

  ・福知山市内全幼稚園、小学校、中学校が参加 

幼稚園６園、小学校26校、中学校９校 

   7,582名参加（教職員含む。） 

    ＊ 地震を想定 

    ＊ 防災行政無線で避難指示 

    ＊ 避難完了を教育委員会へ防災行政無線で

連絡 

    ＊ 避難所要時間は平均３分19秒 

 （イ） 消防防災センターでの体験学習 

  ・ 自然災害を防災シアターで学ぶ。 

  ・ 煙体験、水圧体験、模擬消火体験 

  ・ 平成16年台風23号の風水害の状況をパネル

で学ぶ。 

  ・ 524名がセンターで体験 

    特に学年等は指定していないが、小学４年生

が教科と関連させて学ぶことが多かった。 

 （ウ） 教職員応急手当普及員講習会の実施 

  ・ 受講修了 35名 

・ 各校で教職員、児童生徒を対象に普通救命講

習を実施 

 （エ） 教職員学校防災指導者研修会の実施 

  ・ 平成25年２月22日（金） 

  ・ 関西大学社会学部 城下 英行 助教 

    「防災教育の進め方」 

  ・ 各校から１～２名参加 

 ウ 成果と課題 

 （ア）成果 

  ・ 防災行政無線を活用した避難訓練が想定通り

実践的防災教育総合支援事業成果報告書 

京都府 

 教育委員会名：京都府教育委員会 

 住  所：京都府京都市上京区下立売通新町西

入薮ノ内町 

 電  話：075-414-5874 

人口：263万人（115万人） 

公立学校児童、生徒数：24万人（14万人） 

（ ）は京都市及び京都市立学校を除いた数 

市町村数：26市町村（京都市含む。） 

公立学校数：幼稚園49園  小学校236校 

      中学校100校  高等学校46校 

      特別支援学校11校 

（京都市立学校、分校除く。） 

主な災害 

 ● 平成７年 兵庫県南部地震 

● 平成16年 台風23号による河川氾濫 

● 平成24年 豪雨による河川氾濫 

 

京都府は、南北 140km、東西 140km、北は日本

海に面している。福井県と隣接しており、関西電

力高浜原子力発電所、大飯原子力発電所から 20

㎞圏内にある学校もある。府北部では地震や火

事、風水害だけでなく、津波災害、原子力災害を

想定した避難訓練も行っている。 

また、南海トラフ巨大地震の被害想定では、最

大900名の死亡、７万棟の建物の倒壊、焼失とな

っている。 

 本事業の実施地域である福知山市、舞鶴市は平

成16年の台風23号での被害も大きく、舞鶴市は

高浜原子力発電所から近い。防災教育は喫緊の課

題としてとらえている。 
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実施できた。 

  ・ ほぼすべての学校に応急手当普及員を養成で

きた。 

 （イ）課題 

  ・ 教職員研修の充実が必要である。 

  ・ 避難訓練の実施方法の工夫をする。 

（ウ）今後に向けて 

 ・ 福知山市で統一した防災教育を実施するため、

防災テキストを作成、活用する。 

 ・ 今年度実施したことを継続することで、意識

を高める。 

 ・ 市の防災担当部局との連携を深める。 

（２）舞鶴市の取組 

ア 目的 

 （ア） 安心・安全な生活を確保するため、児童生

徒が自ら判断し行動する態度を養い、地域社

会や関係機関と連携した安全指導と安全管理

の徹底を図る。 

 イ 内容 

 （ア） 原子力防災避難訓練の実施 

  ・ 舞鶴市内の全小中学校で屋内退避避難訓練を

実施 

   小学校18校、中学校７校 

（イ） 津波を想定した避難訓練 

  ・ 校区が沿岸部に面するまたは近接する学校は

津波に関する防災計画を作成し、避難訓練を実

施 

（ウ） モデル地区を指定 

 ・ 舞鶴市立若浦中学校区（舞鶴市立大浦小学校、

舞鶴市立朝来小学校）を指定 

   ＊ 関西電力高浜原子力発電所、大飯原子力

発電所に近い地域 

 ・ 全教職員を対象に研修会を実施 

   ＊ 「平成24年度健康教育指導者養成研修」

を受講した教諭による研修 

 ・ 防災訓練実施上の課題を整理 

 ウ 成果と課題 

 （ア）成果 

一斉放送による避難訓練の指示等を考え直し、

様々な形態の訓練の必要性を共有できた。 

 （イ）課題 

  ・ 教職員の防災に関する意識改革の必要性を感

じた。 

  ・ 集団で避難する方法だけでなく、多様な避難

の方法について考える必要がある。 

  ・ 児童生徒を保護者へ引き渡す方法を検討する。 

 （ウ）今後に向けて 

  ・ 様々な場面を装填した避難訓練の方法を考え、

実施する。 

  ・ 児童生徒の保護者への引渡し方法について検

討する。 

 

２ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 

（１）講演会の開催 

 （ア）日時 平成25年１月21日（月） 

 （イ）場所 舞鶴市立若浦中学校 

 （ウ）対象 舞鶴市立若浦中学校全生徒 

       舞鶴市立大浦小学校、舞鶴市立朝来小

学校４、５、６年生児童 

       （小：159名、中：164名、計323名） 

 （エ）講師 福知山市立桃映中学校 

       今村 大輔教頭 

       東日本大震災被災地域「教育活動支援

チーム」メンバー 

（２）成果と課題 

 （ア）成果 

  ・ 東日本大震災の被害の大きさを学べた。 

  ・ 前進しようとする人々の姿を学べた。 

  ・ 一人でも多くの人が助かる避難の方法につい

て考えることができた。 

  ・ 映像を用いたわかりやすく、心に響く講演で

あった。 

 （イ）課題 

  ・ 小学４年生から中学３年生までを対象にした

ので、小学生にはわかりにくい内容も含まれて

いた。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

  京都府は原子力災害、津波による被害、直下型地

震による都市部の被害等様々な被害が想定される

ため、地域の実情に応じた訓練は必要不可欠であ

る。各実践地域において、様々な場面を想定した避

難訓練が実施され、訓練を通して課題も明らかにな

り、より実効性のある訓練、対応マニュアルの必要

性を感じるなど、防災に関する意識が高まった。 

２ 課題 

  実践地域での取組を府内各地域に広めることがで

きず、京都府としての成果が少なかった。 

３ 今後に向けて 

  学校防災アドバイザーと連携し、より効果的な防

災教育を検証し、実践していく。 
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Ⅱ 取組の概要 

 

○ 有識者等で構成された「防災教育推進委員会」を

期間中２回開催し、事業の円滑な実施及び成果報告

等事業の検証を行い、防災に関する指導方法等の開

発・普及等を検討した。 

 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業 

       

○ １５の学校・園に緊急地震速報受信システムを配

備し、システムを活用した避難訓練を実施すること

により、迅速な避難ができるようにするとともに、

避難行動に係る指導方法の開発を行った。     

特に、児童生徒の初動の際のけがを防止し、落ち 

着いて行動する態度を身に付けると同時に、主体性

を持って自らの命を守り抜くために行動する態度

を身に付ける取組みを実施した。 

 

【取組内容】 

   １．地震発生のメカニズムや緊急地震速報受信

システムの仕組みの学習 

     ・学校防災アドバイザーによる講義等 

   ２．緊急地震速報受信システムを活用した避難

訓練の実施と検証 

     ・地震、津波を想定した避難訓練の実施 

     ・地域住民と連携した避難訓練の実施 

     ・検証を踏まえた避難訓練計画の見直し 

    

実践的防災教育総合支援事業成果報告書 

大阪府 

 教育委員会等名：大阪府教育委員会 

 住  所：大阪府大阪市中央区大手前2丁目 

 電  話：06-6941-0351(代表) 

人  口：８８０万人 
（うち児童・生徒数：１０９万人） 

市町村数：４３（政令市を含む）    
学 校 数： 

幼稚園 ７８０園  小学校 １０３９校 
   中学校 ５３２校  高等学校 ２６１校 
   特別支援学校４４校 
主な災害 
● 平成７年１月  阪神淡路大震災 
● 平成２４年８月 前線による大雨                        

等 

本府は近畿地方の中部に位置しており、南西部

は大阪湾、北は北摂山系、東は生駒山系・金剛葛

城山系、南は和泉山脈に囲まれている。 
本府には南北に貫く活断層である上町断層が

走り、地震の発生確率が相対的に高いとされてい

る。昨年度公表された南海トラフ巨大地震の被害

想定では、大阪湾内まで数メートルの高さまで押

し寄せる津波被害に加えて、建物倒壊や火災によ

る死者が多く出ることが予想されている。（最大

死者数７７００人） 
本事業においては、大阪湾に比較的近い大阪市

内の学校や、湾に面した市町村等、津波の被害が

予想される学校・地域と、比較的内陸で、津波の

被害は少ないものの地震対策が必要な学校・地域

に、それぞれ複数のモデル校・地域を指定し、事

業を実施した。 
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３．教職員対象の成果発表会 

     ・モデル校４校による実践発表 

・学校防災アドバイザーによる講演 

    

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

 

○ 防災の専門家を学校防災アドバイザーとして、 

４２の学校・地域に派遣し、「危機等発生時対処要

領」の見直しや、地域の実情に応じた避難訓練計画

の作成、避難訓練に対する指導・助言等を行い、各

学校・地域における危機管理体制の充実を図った。 

また、派遣されるアドバイザーの共通認識を深め

るため、「学校防災アドバイザー連絡協議会」を開

催した。 

 

【取組内容】 

   １．学校防災アドバイザー連絡協議会（１０月） 

     ・事業の主旨、実施方法等共通認識を図る。 

   ２．１０月～２月にかけて、以下の取組を適宜

実施 

    (ア) 各学校・地域における防災教育実践委

員会の開催 

・事業目的、事業内容の確認 

・避難訓練計画の作成、避難訓練マニ

ュアル・危機等発生時対処要領の点

検及び改善 

    (イ) 教職員対象の研修 

・学校防災アドバイザーによる講義等 

(ウ) 地域・学校の実情に応じた避難訓練の

実施及び検証（学校防災アドバイザー

からの指導・助言） 

(エ) 地域と連携した避難訓練の実施 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業 

 

【取組の成果】 

緊急地震速報受信システムを活用することによ

り、緊迫感のある、より実践的な避難訓練を実施す

ることができ、教員や児童生徒の防災意識が高まっ

た。 

児童生徒については、落ち着いて行動する態度が

身につき、加えて迅速でかつ確実な初期行動がとれ

るようになった。  

また、地震や津波発生のメカニズムを理解し、安

全・確実に避難するとともに、自らの命を守り抜く

ために行動するという「主体的に行動する態度」も

身についた。 

さらに、地域住民とともに避難訓練を実施した学

校もあり、地域との協力体制も確認できた。 

 

【今後の課題】 

  児童生徒がより主体的に行動できるよう、休憩時

間や登下校時間を想定した避難訓練や、事前に予告

せずに実施する避難訓練など、様々な場面や時間帯

を想定した訓練を実施する必要がある。 

 

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

 

【取組の成果】 

各学校・地域が作成している避難訓練マニュアル

や危機等発生時対処要領に対して、指導・助言を得

ることにより、それぞれを再度検討し直し、改善す

ることができた。 

また、地域や学校の実情に応じた避難訓練を実施

し、訓練に対する指導・助言を得たことで、課題が

明確になり、より効果的で実践的な避難訓練マニュ

アルに改善することができた。さらに、地域と連携

した取組みを実施することにより、学校・保護者・

地域の防災意識が高まり、防災体制の充実が図られ

た。 

 

【今後の課題】 

学校と地域が一体となり、より効果的で実践的な

防災避難訓練が実施されるよう、推進していく。ま

た、学校防災アドバイザー連絡協議会において、各

地域で実施された避難訓練の取組をまとめ、効果・

成果の検証を行い、より効果的な避難訓練や指導方

法を開発し、普及を図る。 
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Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

２ 地域環境・モデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）事業の概要 

・学校防災体制推進校：小学校 6 校、中学校 3 校、

高等学校4校、特別支援学校1校 計14校 

本県においては、阪神・淡路大震災以後、学校の

防災体制の充実に努め、現在ではすべての学校にお

いて災害対応マニュアル（以下「マニュアル」とい

う）が作成されている。また、防災訓練についても、

地域と連携した訓練を推進しているところである。 
   本事業では、東日本大震災を踏まえ、引き渡し基

準や新たな災害想定のもとでの避難の在り方や方法

など、専門家の助言を受けてマニュアルや避難訓練

の内容について見直しを行い、児童生徒等の安全確

保に向けた学校の防災体制の一層の充実を図ること

とした。 
（２）実施概要 
ア 学校防災アドバイザーについて 

   大学教授等の有識者 14 名を学校防災アドバイ

ザーに委嘱。 
イ 学校防災アドバイザー連絡協議会の実施 

   マニュアル及び防災訓練について、診断・助言

の方向性や点検の実施方法等を確認するとともに、

点検ポイントやマニュアルの見直しの歳の留意点

及び学校防災体制の充実に向けて検討した。 
 ウ マニュアル点検ポイントについて 

・地形等の特性により予想される災害に応じた行

動ができるようになっているか。 
・地域との連携を図った避難訓練が実施できるよ

うになっているか。 
・災害に応じた児童生徒の引き渡しの方法・基準

が確立しているか。 
・災害に応じた避難経路が確立しているか。など 

エ 効果的な避難訓練の実施について 
・児童生徒が主体的に行動できているか。教師の

指示は的確・適切か。 
・災害の種類、災害発生時刻等に応じた訓練が想

定されているか。 
・実際の訓練とマニュアルを比較し、マニュアル

が改善されたか。 など 
２ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 

（１）事業の概要 

実践的防災教育総合支援事業成果報告書 

兵庫県 

 教育委員会等名：兵庫県教育委員会 

 住  所：兵庫県神戸市下山手通５－１０－１ 

 電  話：０７８－３６２－３７７９ 

人口：約557万人 
（うち児童・生徒数：約62万人） 
市町村数：41    

学校園数：幼稚園708園  小学校802校 

     中学校392校  高等学校213校 

     特別支援学校43校 

主な災害 
● 平成７年阪神・淡路大震災 
● 平成16年台風23号による豪雨災害 

● 平成21年台風９号による豪雨災害 等 

本県は、東西の長さが111.13km、南北の長さが

168.50kmで、北は日本海、南は瀬戸内海に接して

いる県である。また、降雪量及び降雪日数は瀬戸

内海の沿岸部では少ないが、県内の北部を中心に

豪雪地帯が広がるなど、地域により自然災害に違

いがある。 

また、本年公表された南海トラフ巨大地震の被

害想定では、南あわじ市には、１ｍの津波が約40

分で到達し、最大９ｍの津波が到達する。また、

神戸市中央区には、１ｍの津波が約 90 分で到達

し、最大４ｍに達する津波が到達することが予測

されている。 

 本事業においては、津波・水害等、地域特性に

応じた災害への対応を踏まえたマニュアルの見

直しを図ることから、県下全域から学校防災安全

体制推進校を指定した。また、被災地支援推進校

は、これまでのボランティア活動実績等を踏まえ

て指定した。 
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・被災地支援推進校 県立高等学校４校 
本県の生徒はこれまでも、但馬地方や佐用町の水

害時にボランティアとして活動してきた。また、こ

の度の東日本大震災に際しては、県立高等学校、延

べ57 校、943 人の生徒（平成23年度）が被災地での

活動に携わり、被災地の状況を肌で感じた生徒の活

動後の生き方や心構えに大きな変容があるなどの成

果が報告されている。 

本事業においては、これまでの活動の成果を踏ま

えつつ、被災地への直接的、間接的なボランティア

活動を通して、よりよい社会づくりに主体的かつ積

極的に参加・参画を促すとともに、自分たちの地域

における防災リーダーとしての意識を高め、支援者

としての視点から安全で安心な地域づくりに貢献し

ようとする意識を高める教育を推進することとした。 
（２）実施概要 

ア．安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高め

る教育の推進 

（ア）高校生防災リーダー学習会の開催 

高校生を対象に地域の防災リーダーとしての

活動を学ぶ学習会を実施した 

・実施時期 7月21日、22日（１泊２日） 

・参加者数 県下15校65人 

・実施内容 「災害ボランティア」等の講話、

「地域での防災活動」等のワーク

ショップ 

  

 

 

 

 

（イ）被災地でのボランティア活動の実施 

推進校の生徒を被災地に派遣し、現地でのボラ

ンティア活動を実施 

・実施校：実施時期、参加者数 

県立佐用高等学校：7月13～15日、 

生徒20人・教員3人 

県立東灘高等学校：8月9～12日、 

生徒15人・教員3人 

県立舞子高等学校：8月10～13日、 

生徒31人・教員4人 

県立多可高等学校：12月12～15日、 

生徒26人・教員3人 

・実施内容 海岸での清掃活動、仮設住宅への

植栽活動、被災地の方との交流、

学習会（講演会）等 

 
３ 防災教育フォーラムの実施 

各事業の推進校からの実践発表を実施するととも

に、県教育委員会からマニュアルの主な改訂点と活

用上の留意点について報告し、成果の普及を図った。  

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

学校防災アドバイザー活用事業では、児童生徒等の

安全確保に向けた学校の防災体制のより一層の充実を

図ることの重要性、学校防災アドバイザーによる推進

校のマニュアルや防災訓練に対する診断・助言から県

内の学校のマニュアルの点検のポイント及び実効性の

あるマニュアルの作成に向けた見直しの留意点を見出

すことができた。 
また、災害ボランティア活動の推進・支援事業では、 

ボランティア活動をとおして、生徒が災害の知識や助

け合いの大切さを学ぶことで自身の生き方を見直す機

会にもなり、地域における防災リーダーとしての自覚

を促すなど、支援者としての視点から安全で安心な社

会づくりに貢献する意識を高める教育の推進を図るこ

とができた。さらに、防災教育を視点に活動を展開す

ることは、地域に貢献したい、誰かの役に立ちたいな

ど、生徒自身の意識を高める効果があることから今後

の学校の教育活動の見直しに繋がることを認識できた。 
 
２ 課題 
 今後は、児童生徒の安全確保に向けた学校の防災体

制の一層の充実を図るため、地区別防災教育研修会や

各地区に配置する防災教育専門推進員を活用し、引き

渡し基準や新たな災害想定のもとでの避難の在り方や

方法など各校のマニュアルの見直しを更に進める必要

がある。 
また、地域の防災リーダーを育成するために、引き

続き高校生防災リーダー学習会を実施できるよう計画

を検討し、これまでの被災地と兵庫県の繋がりを大切

にしながら兵庫県の防災教育の推進を図りたい。  
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Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

２ 地域環境・モデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 学校防災アドバイザー活用事業 

 奈良地方気象台の気象防災官及び地震・津波防災官

の２名を学校防災ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰとして委嘱し、モデル地域

内の学校園が取り組む危険等発生時対処要領及び防災

計画の見直し・改善に、専門的な見地からアドバイス

を行った。また、避難訓練や防災に関する職員研修に

派遣することにより、教職員の防災教育・管理に対す

る意識の啓発及び力量の向上に役立った。 
(1)学校防災アドバイザーの派遣 （学校園訪問）    
五條地域（幼稚園2園小学校8校中学校5校）、十

津川地域（小学校4校中学校1校高等学校1校）、計

２１校園すべての学校園に、のべ７日間で学校防災 ｱ

ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを派遣した。あらかじめ、市村教育委員会を

通して提出されていた各学校の防災マニュアル、要覧、

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀ等を元に学校の立地条件、防災管理状況等

について、学校の防災担当者、市村教委担当者ととも

に点検し、指導助言を与えた。 

 
（24.10.24 十津川地域、十津川第1小学校） 

(2)学校防災アドバイザーの派遣 （地域別研修会） 
五條地域（1月22日）、十津川地域（1月23日）、

十津川高等学校（11月19日）において、学校防災ｱﾄﾞ

ﾊﾞｲｻﾞｰによる指導助言のための研修会を開催した。内

容は、各学校の防災担当者が参加し、各学校園訪問の

内容を踏まえた防災についての講義、それぞれの学校

園に対する防災ﾏﾆｭｱﾙの改善案の提示等であった。 

 
（25.1.22 五條地域研修会、五條市民会館会議室） 

(3)学校防災アドバイザーの派遣（避難訓練） 
 五條地域２校（五條西中学校、野原小学校）、十津

実践的防災教育総合支援事業成果報告書 

奈良県 

 教育委員会等名：奈良県教育委員会 

 住  所：奈良県奈良市登大路町３０ 

 電  話：０７４２－２７－９８６２ 

人口：１３９万人 
（うち児童・生徒数：１６０，９２１ 人） 
市町村数：３９    
学校数：幼稚園 ２０３園 小学校２１９校 
    中学校 １１７校 高等学校５９校 
    特別支援学校１１校 

（高校・特別支援は、分校を含む） 
主な災害 
● 平成２３年 紀伊半島大水害 

奈良県は、東西78.6km、南北103.4kmと南北に

長い県で、日本のほぼ中央部、紀伊半島の真ん中

にあり、大阪府・京都府・和歌山県・三重県に囲

まれて 海のない内陸県である。 

平成２３年９月には、により紀伊半島大水害が

発生し、奈良県南部の山間地域において、大規模

な深層崩壊による土砂災害等による死者１４名

（五條市７名、天川村１名、十津川村６名）、行

方不明者１０名（五條市４名、十津川村６名）等

の甚大な被害があった。 

平成２３年３月に策定された奈良県紀伊半島

大水害復旧・復興計画で被災地を中心とした防災

教育の推進充実が位置づけられた。 
本事業においては、紀伊半島大水害により、人

的被害があり警戒区域が指定された五條地域、十

津川地域をモデル地域として指定し、事業を実施

した。 
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川地域１校（十津川高等学校）の避難訓練に学校防災

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを派遣し、各学校が実施した避難訓練に対し

て講評し、指導助言を与えた。 

 
（24.11.30 五條地域、五條西中学校避難訓練） 
(4)実践校の全県発表 
 学校防災ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる各学校園の訪問において、

充実した取組を実践している学校を抽出し、奈良県安

全教育指導者研修会（悉皆研修、於県立教育研究所）

において実践発表を実施し、全県的に広めた。 

 
（25.1．21 五條地域、阿太小学校の実践発表） 

２ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 
県では、紀伊半島大水害からの、一日も早い復旧復

興に取り組む中で、被災地に所在する学校として、地

域の一員として、生徒が支援者としての立場から、各

種イベント等においてボランティア活動に参加するこ

とにより、復旧復興及び安全で安心な社会づくりに貢

献する意識を高める事を目的として取組を推進した。 
(1) 十津川高等学校によるボランティア活動の実践 
 ボランティア活動の充実推進を図るため、クラブ活

動として位置づけ、村内の各種イベント等において活

発な活動を展開した。 

 
（25．1.21 十津川高等学校プレゼン資料より） 

(2) 実践校の全県発表 
奈良県安全教育指導者研修会（悉皆研修、於県立教

育研究所）における実践発表をとおし、取組の成果を

全県的に広めた。 

 
（25．1.21 十津川高等学校プレゼン資料より） 

３ 推進委員会・実践委員会の開催 
事業が円滑に実施され、防災に関する実践的な取組

を支援するため、推進委員会及び実践委員会を２回ず

つ開催した。（平成24年10月23日、平成25年2月

18日、於五條市教育委員会会議室） 
Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 学校防災アドバイザー活用事業 

実践地域内のすべての学校園を訪問し、危険箇所や

安全確保行動に関して各校園の立地条件等実態に即し

た指導助言の実施ができた。また、実践校すべての各

学校防災マニュアルについて、気象災害に関する専門

的な見地からの点検を実施し、見直し・改善の推進が

図られた。 

本事業を通して、奈良地方気象台、実践地域内の学

校園、県・市・村の教育委員会及び防災担当課相互の

連携が図られ、今後の学校における防災教育・防災管

理において継続して連携する関係が構築された。 

 各学校園の防災関連施設設備（ｶﾞﾗｽ飛散防止ﾌｨﾙﾑ等）

や備蓄品の充実を学校防災ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰより指摘された。

また、学校と周辺地域及び関係機関との連携強化も重

要な課題として実践・推進委員会で協議した。 

２ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 

実践を通して、高校生のボランティア活動は自己完

結型でなく地域還元型の地域に密着した活動であり、

身近な活動として、地域に貢献する意識とボランティ

ア精神の醸成が図られた。 

また、県全体の研修会で、生徒が被災地域において

支援者となり地域密着の活動を展開したことを実践発

表したことにより、県内各中学校・高等学校の安全教

育担当者が研修を深め意識啓発することができた。 
今後、県全域を対象としたボランティア活動推進の

取組を展開する必要がある。 
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ⅠⅠⅠⅠ    都道府県都道府県都道府県都道府県のののの規模及び地域環境規模及び地域環境規模及び地域環境規模及び地域環境    

１１１１    都道府県の都道府県の都道府県の都道府県の規模規模規模規模と過去の主な災害と過去の主な災害と過去の主な災害と過去の主な災害    

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

    

    

    

    

    

    

２２２２    地域環境地域環境地域環境地域環境・・・・モデル地域選定の理由モデル地域選定の理由モデル地域選定の理由モデル地域選定の理由    

    

   

   

   

   

   

   

   

   

    

    

    

ⅡⅡⅡⅡ    取組の概要取組の概要取組の概要取組の概要    

１１１１    防災に関する指導方法等の開発・普及等のための防災に関する指導方法等の開発・普及等のための防災に関する指導方法等の開発・普及等のための防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業支援事業支援事業支援事業：印南町：印南町：印南町：印南町    

（１） 主な取組内容 

ア 岩手県釜石市視察研修 

  ７月１１日から１２日にかけて町内全小中学校長

等が岩手県釜石市へ視察研修を行った。 

  鵜住居地区・大槌町被災状況や周辺の津波襲来状

況を確認し、釜石東中学校において「地域と共に育

む防災教育～東日本大震災の体験から～」と題して

校長からの講義や釜石東中学校の防災教育、震災時

の避難状況、被害状況、学校再開までの経緯、避難

所生活等についての話を聞いた。 

を     イ 各種委員会・協議会の開催 

 ９月１日に学校防災アドバイザー（和歌山工業 

高等専門学校小池信昭准教授）、町内全小中学校長 

が参加し、実践委員会を開催した。学校防災アドバ 

イザーから南海トラフ巨大地震及び津波の新想定 

の説明後、今後の事業計画と各学校の課題等につい 

て協議した。 

 １０月９日に町内全小中学校長・ＰＴＡ役員が参 

加し、連携協議会を開催し、各学校・地域の実情に 

応じた課題を校区ごとに抽出した。 

ウ 緊急地震速報の設置 

 ９月２８日に町内全小中学校へ緊急地震速報受 

診端末機を設置した。 

エ 全国一斉緊急地震速報防災避難訓練の実施 

１２月３日に、全国一斉緊急地震速報防災避難訓 

 練の日に合わし、町内全小中学校に設置した緊急地 

 震速報を活用した防災避難訓練を実施した。 

 オ 防災津波避難訓練及び図上訓練の実施 

各学校で実際に想定している避難場所への避難訓 

練と、避難後の安否確認や連絡、児童生徒の保護 

者への引渡し等、避難後における図上訓練を実施し

た。   

  

２２２２    学校防災アドバイザー活用事業学校防災アドバイザー活用事業学校防災アドバイザー活用事業学校防災アドバイザー活用事業    有田市及びすさ有田市及びすさ有田市及びすさ有田市及びすさ

み町み町み町み町    

（１） 有田市の主な取組内容 

ア 各種委員会・協議会の開催 

実践委員会を２回開催し、第１回は、本事業のねら

いや具体的な取組内容について協議・意見交換を行っ

た。第２回は平成２４年度のまとめと評価、来年度以

降の取組に向けて意見交換を行った。 

宮原小学校防災研究協議会、文成中学校防災教室へ

学校防災アドバイザー（和歌山大学 此松昌彦教授）

を派遣し、避難所生活体験学習や学校防災アドバイザ

実践的防災教育総合支援事業成果報告書 

和歌山県和歌山県和歌山県和歌山県    

 教育委員会等名：和歌山県教育委員会 

 住  所：和歌山県和歌山市小松原通１－１ 

 電  話：073-441-3701 

人口：98万5千人 

うち幼稚園児 8,478人 

小学校児童 52,139人 

中学校生徒 29,663人 

高等学校生徒 31,328人 

特別支援学校幼児・児童・生徒 1,431人 

市町村数：30市町村    

学校数：幼稚園 106園  小学校 278校 

    中学校 138校  高等学校 53校 

    特別支援学校 13校 

主な災害 

● 昭和19年昭和東南海地震 

● 昭和21年昭和南海地震 

● 昭和28年7・18大水害 

● 平成23年台風12号 等 

本県の面積は、4,746平方 km、紀伊半島の南西

部に位置し、北は和泉山脈によって大阪府と接

し、東は奈良県、南東には三重県をひかえ、西は

紀伊水道を挟んで兵庫県（淡路島）、徳島県と相

対している。本年公表された南海トラフ巨大地震

モデル検討会の津波高等の推移結果をうけて県

内の広範囲で、防災教育の意識向上を図るため有

田地方：有田市、日高地方：印南町、西牟婁地方：

すさみ町をモデル地域として指定し、事業を実施

した。 
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ーによる講義、小学５・６年生による合同研究授業を

実施した。 

イ 各小学校区での防災講演会等への学校防災アドバ 

イザー派遣 

 有田市内の小学校区ごとに学校防災アドバイザーを

派遣し、地域・保護者・関係機関等へ「子どもを守る

ためにできること」と題して防災講演会を行った。同

時に学校防災の取組について管理職から説明を行い今

後の連携・協力を呼びかける機会とした。 

ウ 避難訓練の取組への学校防災アドバイザー派遣 

 近隣の小中学校・保育所等が連携した合同避難訓練

を実施した。近くに高台がない地域、児童生徒や地域

住民の方が多く避難途中で相当の混雑が予想される地

区等様々な課題がある中、学校防災アドバイザーに各

学校の避難訓練を視察していただき、専門的な見地か

ら指導・助言を得て地理的条件に応じた実践的な避難

訓練を実施した。   

（２） すさみ町の主な取組内容 

ア 各種委員会の開催 

 実践委員会を２回開催し、第１回は今後のスケジュ

ールや具体的な取組内容について協議・意見交換を行

った。第２回は平成２４年度のまとめと評価、来年度

以降の取組に向けて意見交換を行った。 

イ 防災学習授業の実施  

周参見小学校５・６年生を対象に学校防災アドバイ 

ザー（和歌山大学 照本清峰准教授）から「すさみ町

を津波が襲ったら」というテーマで防災学習授業を実

施した。 

ウ 防災マップづくり 

 周参見小学校５・６年生を対象に学校防災アドバイ 

ザーの助言を受けながらタウンウオッチング及び防災 

マップづくりを実施した。 

エ 防災学習発表会 

 周参見小学校５・６年生が下級生及び地域の人に対 

してこれまで学習した内容の発表を行った。 

オ 下校時避難訓練 

 周参見小学校児童による下校時避難訓練を学校防災 

アドバイザー、地元消防・警察・自治体の協力を得て 

実施した。  

 

３３３３    災害ボランティア活動の推進・支援事業災害ボランティア活動の推進・支援事業災害ボランティア活動の推進・支援事業災害ボランティア活動の推進・支援事業 

高校生防災スクールの実施 

８月２１日に県内５会場において高校生防災スク

ールを実施した。 

 各会場では、専門家による講話、炊き出し配膳訓練、

地震体験、応急手当講習、普通救命講習、災害ボラン

ティアセンター運営訓練、声かけ・聞き取り訓練、ロ

ープワーク、マイトイレづくり、テント設営、パーテ

ィション組立・撤収、搬送法訓練を実施した。 

 

ⅢⅢⅢⅢ    取組の成果取組の成果取組の成果取組の成果と課題と課題と課題と課題    

（１） 取組の成果 

各事業を実施する中で、児童生徒の地震・津波や防

災に関する理解が進むことにより現実的な捉え方が育

った。 

地域と連携しながら事業を実施することにより、児

童生徒が地域の生の声に接し、地域防災の理解が進み、

地域の一員としての意識が育った。 

これまでの防災学習は、一部の教員に支えられてき 

た面があり教員の異動等により実践が弱まっていく傾

向があったが、各専門家に学校防災アドバイザーとし

て関わっていただき各地域に応じた防災学習の進め方、

避難訓練のあり方、防災マニュアルの改善を実践する

ことができた。 

避難訓練等を通じ、低学年は「自分の命は自分で守 

る自助の行動力」を高めることができ、高学年生は、

避難訓練の準備段階から低学年をリードし、リーダー

の役割を果たすことにより「自分の安全だけでなく家

族や地域の人たちと助け合い、互いに災害から身を守

っていくという共助の気持ち」を高めることができた。 

 高校生防災スクールで参加した生徒が、実働訓練等

を行うことによって、防災・減災に関するより専門的

な知識や技術を習得することができた。 

（２） 取組の課題 

避難訓練等を実施するにあたり、津波から高台に避

難した後の保護者への児童引渡し方法、避難時に持参

する物、避難所への待機時間、避難時に交通量の多い

道路を渡る時の問題点等を整理する必要がある。     

事業を実施するにあたり、更に関係機関と連携を図

り解決方法を検討する必要がある。   
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Ⅰ 県の規模及び地域環境 

１ 県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 地域環境・モデル地域選定の理由 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための

支援事業 

（１）緊急地震速報システムの設置の支援 

    当該町村教育委員会管内の５小中学校（小学

校３校・中学校２校）、に緊急地震速報受信シス

テムを整備し、システムを活用した実践的で効

果的な防災訓練を実施し、児童・生徒に対して

の防災教育の充実と、防災に関して効果的な指

導方法の開発に向けて取り組んだ。 

    なお、システムはインターネット回線を利用

した高度利用者向けであり、放送機器に接続可

能なものとした。また、地震速報の音声ガイダ

ンスは具体的な震度及び大きな揺れがくるまで

の猶予時間を伝え、さらに訓練放送も可能な機

器の設置の支援を行った。 

   また緊急地震速報システムを効果的に活用

するために、基本的な活用方法について熟知し

効果的な避難へと改善していくため、教職員研

修において避難訓練実施前に指導助言等の支援

を行った。 

（２）広報活動の支援 
  ある地区では、毎月発行する教育委員会便り

の発刊を通して防災教育の必要性等についての

村民への周知を図った。また防災カレンダーの

作成・配布を通して、その月に発生した過去の

地震津波被害についても列挙記載し、地域で防

災意識を高める取組の支援を行った。 
 

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

    平成２４年度は、学校防災アドバイザーとし

て松江地方気象台へ要請し、支援をいただいた。 
避難訓練の実施について避難場所、避難経路

の設定について専門的な見地からアドバイスを

受け、より効果的な避難方法について理解を深

めていくこととした。さらにアドバイザーによ

る防災教育を開催し、防災学習や訓練などを実

施し、児童生徒が自ら安全に避難行動できるよ

う指導助言を行うこととした。 
 

３ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 
    災害ボランティアの活動や関係者による講演

会等の実施を通して、災害ボランティア活動に

ついて理解を深め、人のために活動することの

尊さを感じるとともに、互いに支えあって生き

ようという協力的な態度を養っていくこととし

た。 

今年度、児童生徒だけでなく一般住民対象に

開催することで、ボランティアに関する講演会

に、より多くの方々に参加できるよう支援した。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

（１） 主体的な避難想定行動 

緊急地震速報受信システムを整備し、システ

ムを活用した防災訓練を地域住民とともに実施

することによって、実践的な訓練が可能となっ

実践的防災教育総合支援事業成果報告書 

島根県 

 教育委員会等名：島根県教育委員会 

 住  所：島根県松江市殿町１番地 

 電  話：０８５２－２２－６０６４ 

人口：約７１万人（うち児童・生徒数：約８万２千人） 
市町村数：８市１０町１村 
学校数(国公私立含む)：幼稚園１１１園 小学校

２３０校 中学校１０５校 高等学校５０校   
特別支援学校１２校 
(平成２４年５月１日現在：しまね統計情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ、学校基本調査より) 

主な災害： 
●昭和６３年 県西部集中豪雨災害 
●昭和５８年 県西部集中豪雨災害 
●昭和５８年 日本海中部地震による津波被害 

本県での離島や沿岸部に位置する箇所につい

て、災害時には津波の想定があることから、専門

的なアドバイスや児童生徒が自ら判断して避難

できる指導や学校危機管理体制の充実が求めら

れる。 
今年度、本事業においては、津波対策や地域と

の連携を課題とした隠岐郡の海士町と知夫村を

モデル地域として事業を実施した。 
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た。さらに児童生徒、地域住民の防災意識の向

上を図ることができ、役場をはじめ、関係機関

が初めて連携をとる中で、新たな課題や行政と

学校との役割の違いについても明確になり効果

がみられた。 

  
避難訓練時に緊急地震速報システムの予報

の放送を聞いた児童生徒は、概ね主体的に行動

できていた。これまでの避難訓練は形骸化して

いた側面があり、あらかじめ設定された段取り

で、子ども達が動くという受け身であった感じ

が強かったが、システムの設置により、大きな

揺れまでの時間に何をすべきかを判断し、実行

するという主体的な態度が養われたように感じ

る。   

今後は、緊急地震速報システムを用いた避難

訓練の定着と併せ、学校の実状に応じて訓練の

予告なしでも行動できるような指導に取り組む

ことを検討している。あわせて、二次避難の判

断の際に必要な情報収集の在り方をハード面も

含めて模索する必要がある。 

（２）防災意識の向上 

    学校防災アドバイザー活用事業の成果として、

避難訓練等の指導助言を通して各学校での災害

マニュアルの見直し、検討がなされることにつ

ながり、より実践的なマニュアル作成のきっか

けとなった。  
また、児童生徒だけではなく地域や保護者に

対して防災講演会

を実施したことに

よって、家庭内か

ら防災意識の向上

につながったこと

が挙げられる。 
地震津波が発生した場合、児童生徒だけでは

なく教職員はどのような対応をすべきかを判断

できるイメージ力を高める必要がある。東日本

大震災の被災地では学校管理職の危機意識が非

常に高く、避難ルートや避難方法については絶

えず検討や改善が図られていたことを１２月に

実施した先進地訪問の際に学ぶことができた。

今後も引き続き、防災アドバイザーを活用し、

避難訓練や災害マニュアル等に対する助言や関

係機関との連携体制の構築に関する指導を受け

ながら、実効性のある取組にしていく必要性が

ある。特に二次避難や避難所の運営面に関して、

地域や関係機関と連携を強化していくためのノ

ウハウを共有していくこととしたい。 

（３）助け合う心の育成 

   実際に被災地へ派遣されたボランティア団体の

講話を直接聞き「自分に何ができるのか」を考え

ることで自分を見つめなおすきっかけを作ること

ができた。 

   今後もボランティア団体との連携を強化し活動

の充実を図ることにより、安全で安心な社会づく

りに貢献する意識を高め、自分の進路を考える機

会を提供したい。 

（４） 協力体制の確立 

今回の事業を通して学校、行政、消防署など担

当者がそれぞれの立場から意見を出し合い、より

実践的な避難方法について検討することができた

ことは大きい。平成２４年度の実践について、県

内普及にむけて協議が図られたこともある。簡単

ではない課題もあるが、第1段階として共通の意

識をもつことができた。今後は一つずつ具体的な

連携の在り方を確認していくことが大切である。 

（５） 学校における防災学習の授業の充実 

   学校においては、授業での防災学習が充実する

ように防災学習への取組を今後もよりいっそう進

めていく必要があるが、時間の確保が課題である。 

（６） 先進地での取組の情報収集 

 先進地視察を実施し、現地での教育委員会や学

校での先進的な実践を学ぶ機会を得ることができ

た。本事業の実践委員会の場で、視察で得られた

防災教育の実践事例や防災体制についての報告で

情報を共有することができた。 

（７） まとめ 

防災意識は年月とともに薄くなるといわれてい

る。そのため、持続性のある防災教育を実践して

いけるよう関係機関と連携し、地域や学校の実情

に応じた取組の支援の在り方を模索したい。また

防災教育の浸透を図るには、教科や学校行事等を

横断的に組み込む手法を検討していく必要があ

る。本事業での成果や課題を検証し、防災教育や

防災教育に関する研修の充実にむけて、本県普及

への糸口を見出していきたい。 
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